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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、スリランカ民主社会主義共和国ワラウェ川左岸総合的灌漑・環

境管理プロジェクトにかかる協力準備調査を実施することを決定し、2010年6月13日から25日まで

協力準備調査団を現地に派遣しました。 

同調査団は、スリランカ民主主義共和国政府関係者と協議を行うとともに、現地調査を実施し、

帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、今後関係者の参考資料として活用されるとともに、両国の友好親善の一層の発

展に役立つことを願うものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心から感謝申し上げ

ます。 

 

平成23年5月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の背景 

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）における農業セクターは、GDP

の12％を占め、人口の32％が農業関連の業務に従事し、総人口の70％以上が農村部に住む、重要

セクターに位置づけられる。特に南部地域の乾燥地域においては、乾期の水不足解消、農業イン

フラ整備、作物多様化の促進等が貧困解決に向けた課題であり、これまで建設された多くの灌漑

施設の適切な維持管理も重要な課題となっている。 

スリランカ南部においては円借款案件「ワラウェ川左岸灌漑改修拡張計画事業」（WLBP）（1995

～2008年）」にて整備された6,250haの灌漑農地の新規開発と既存地区2,900haの灌漑施設の改修に関

連した円借款附帯プロジェクトとして、灌漑水資源管理省・マハヴェリ開発庁（マハヴェリ庁）

から要請された案件である。上述のWLBPでは、住民移転や住宅整備に遅れが生じ、当初計画した

8,650世帯のうち5,661世帯までが案件終了時までに入植したものの、本調査時点でも入植は続いて

いる。本案件は、WLBPの対象地域に対し、同事業の開発効果を増大させることをめざして、既存

開発地区の施設運用実態の調査及び最適な維持管理計画の策定と体制整備、予防保全手法の導入

による将来的な施設維持管理コストの低減、及びマハヴェリ庁を通じた農家・農民組織への営農

指導などの技術支援を行うことを目的として要請された。 

しかしながら、内容が多岐にわたり、マハヴェリ庁、灌漑水資源管理省、農業省等、関連省庁

が複数にかかわると想定され、連携体制の調整に難しさが伴うことが懸念された。このため、本

調査は要請背景及び実施・協力体制構築等を含め、必要な情報の収集・分析を行い、プロジェク

トの再検討を行うことを目的として実施した。 

 

１－２ 調査の目的 

スリランカの灌漑、環境管理分野にかかる国家計画及び法制度、実施機関、維持管理体制、要

請サイト状況などの基礎情報を収集し、スリランカの灌漑、環境管理分野のニーズ及び課題を確

認するとともに、要請内容を再検討のうえで、実施可能性を検討する。 

同時に、スリランカの灌漑農業開発の課題の整理への助言を行う。 

 

１－３ 団員構成 

担当分野 氏 名 所  属 

総括 金森 秀行 JICA国際協力専門員 

調査企画 赤石 布美子 JICA農村開発部水田地帯第二課 職員 
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１－４ 調査日程 

調査：2010年6月13日から6月25日まで 

月日 曜 時間 内 容 

6/13 日 11:30 

17:40 

22:35 

23:45 

成田発（SQ637） 

Changi着 

Changi発（SQ468） 

Colombo着 

6/14 月 9:40 

11:00 

JICAスリランカ事務所との打合せ 

灌漑水資源管理省・マハヴェリ庁表敬 

元WLBPマネジャー聞き取り 

6/15 火 AM 

PM 

Colombo > Embilipitiya 

マハヴェリ庁ウダ・ワラウェ事務所との打合せ 

ダム、1次水路、2次水路視察 

6/16 水 AM 

PM 

Mayurapuraブロック事務所聞き取り 

3次水路、末端水路視察 

ユニット事務所聞き取り 

農民組織聞き取り 

6/17 木  3次水路、末端水路視察 

ユニット事務所聞き取り 

農民組織聞き取り 

6/18 金  3次水路、末端水路視察 

ユニット事務所聞き取り 

農民組織聞き取り 

6/19 土 AM 

PM 

South CAP専門家への聞き取り 

書類作成 

6/20 日  書類作成 

6/21 月 AM マハヴェリ庁ウダ・ワラウェ事務所とのAide Memoire検討 

Embilipitiya > Colombo 

6/22 火 AM 

PM 

JICAスリランカ事務所との打合せ 

Aide Memoire案修正 

灌漑水資源管理省・マハヴェリ庁へAide Memoire案提示 

6/23 水 9:30 

 

灌漑水資源管理省・マハヴェリ庁へのAide Memoire案説明 

Aide Memoire案 修正 

6/24 木 9:00 

11:30 

14:00 

灌漑水資源管理省・マハヴェリ庁へのAide Memoire手交 

在スリランカ日本大使館報告 

JICAスリランカ事務所報告 

JICAスリランカ事務所とのプログラムの方向性検討 

6/25 金 1:00 

7:30 

9:40 

17:35 

Colombo発（SQ469） 

Changi着 

Changi発（SQ012） 

成田着 
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１－５ 調査結果の概要 

本調査では、灌漑水資源管理省、マハヴェリ庁及びマハヴェリ庁ウダ・ワラウェ事務所との協

議、農家組織への聞き取り調査、現地での関連施設の視察を通じ、要請された「ワラウェ川左岸

灌漑・環境管理プロジェクト」の背景と中心課題及びプロジェクト実施体制について確認した。

現地の状況を踏まえ、JICAスリランカ事務所とともにプロジェクトの構想を検討した。 

プロジェクトの構想としては、スリランカへ「予防保全」の新しい概念を取り入れた維持管理

システムの導入を行い、マハヴェリ開発庁が同モデルを生かして、全国展開することを基本的な

概念とすることとし、現在、案件形成促進調査（Special Assistance for Project Formation：SAPROF）

が行われているモラガハカンダ円借款におけるソフトコンポーネントとの関係も、整理する必要

があることが確認された。 

 

１－５－１ 情報収集 

（1）プロジェクト実施の背景にかかる基礎情報 

以下の情報を収集した。（詳細は、第2章、第3章及び付属資料1 Aide Memoire参照）。 

・スリランカの社会情勢 

・対象セクター・サブセクターの状況 

・スリランカ政府の開発戦略 

・過去・現在実施されている対象分野関連援助事業 

・対象開発課題とその現状 

 

（2）対象課題にかかる制度的枠組み 

マハヴェリ庁及びマハヴェリ庁のウダ・ワラウェ地区の出先機関以下の情報を収集し、

付属資料1 Aide Memoireに取りまとめた。 

以下に、マハヴェリ庁のウダ・ワラウェ地区の出先機関について、特記すべき事項を次

に挙げる。 

1）Local事務所は、現地事務所（Resident Project Manager’s office：RPM office）、Block事務

所、Unit事務所の三階層からなる。 

2）職員の研修予算は下記のように2007年以降に激減している。現地の聞き取り調査でも、

Block&Unit事務所では、3年以内に研修を受講した現地スタッフは、Suriyawewa blockで

は8名中の2名（25％）、Mayurapura Blockでは24名中の5名（21％）である。円借款の研

修に参加したのは、Mayurapura Blockでは24名中の3名（約13％）であった。 

 

表１－１ 過去5年間における研修予算 

Fisical 
Year  

Amount from regular budget（Million Rs）

2006  12.90 
2007 138.65 
2008  70.26 
2009  21.75 

出所：MASL, May 2010 
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（3）水管理システムと農民組合（Farmers Organization：FO） 

水管理システムと農民組合についての情報を収集し、付属資料1 Aide Memoireに取りまと

めた。Aide Memoireに詳細を示すが、特記すべき事項を次に挙げる。 

幹線水路と視線水路はマハヴェリ庁が管理し、FOはD-canal（3次水路）とF-canal（末端

水路）を管理する。対象FO数と管理移管が終了した（2nd Agreement締結）数を表１－２に

示した（詳細（３－１－４（5）灌漑管理移管プログラム参照）。FOへの管理移管率は60÷

136＝44％と遅れている。2010年中には移管を完了する計画である。 

 

表１－２ 灌漑管理移管の進捗状況 

Area No. of FO

Registered 

under 2000 

Agrarian 

service act

1st 

Agreement

2nd 

Agreement 

Left Bank  136  73  60 

Right Bank 137 117  128 

Total  273 190 0 188 

出所：MASL at the end of May, 2010 

 

3）FOの水利費に徴収率はほぼ100％であるが、最近に整備が終わったMayurapura地区は少

し低い。 

4）水管理組織はFOだけで日本の土地改良連合に類似した組織はないが、FOの上部にUnit

レベル・Blockレベル・ProjectレベルのCoordination committeeがある。 

5）FOは日本の土地改良区と同様に施設維持管理と水管理を担当するが、それだけではな

く、水稲への政府補助肥料の配布・村落開発事業・信用事業及びその他組合員間のさま

ざまの問題解決にあたる。よって、水利費の徴収率が100％近いから組織が堅実ではな

く、これらさまざまな活動についても考慮してFOの活動を評価すべきであるとマハヴ

ェリ庁は説明している。 

6）FOのCommittee memberは奉仕活動であるために無給であり、毎年改選される。 

7）集まった農民全員に入植者の導入研修に参加した人数を尋ねたところ、Suriyawewa block

では（24 FOの）31名中の13名（43％）、Mayurapura Blockでは（26 FOの）39名中の20

名（51％）であった。その理由は次のとおりであった。 

① 研修の召集があったときは入植直後の多忙な時期で参加できなかった（FOからの

聞き取り）。 

② FOの代表者が受講したが毎年改選されるので、現地調査で召集したFO代表のなか

に研修を受講しなかった農家がいた（RPM事務所での聞き取り）。 

③ マハヴェリ庁の職員の異動で連絡が不十分であった（FOからの聞き取り）。 

④ 研修の主なプログラムは2007年と2008年の2年間に集中したので、期間が短かった

（RPM事務所での聞き取り）。 

⑤ 30～40％の農家は円借款事業実施中に入植できなかった（コロンボでのMASL本部

での聞き取り）。 
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（4）普及システム 

普及システムについての情報を収集し、付属資料1 Aide Memoireに取りまとめた。 

Aide Memoireに詳細を示すが、特記すべき事項を次に挙げる。 

1）日本の2004年度までのシステムと同様に専門技術員（Subject matter officer）と農業改良

普及員（Agricultural Officer：AOとField Assistant, FA）からなり、普及方法もT&Vシス

テム（Training and Visit, ここでは普及員の研修及び普及員による訪問指導）である。 

2）FA（末端の普及員）1人当たりの担当農家数平均489戸と、潤沢な普及員の配置である。

くわえて、すべてがオートバイで普及活動を行っている。ただし、業務の約40％は肥

料配布などの普及以外の業務に費やされている。それでも普及員数はT&Vシステムに

は比較的十分な数であると考えられる。 

3）上述のように職員全体の研修予算が減少しているため、普及員の能力強化研修受講者

が少ない。 

 

（5）流 通 

流通システムについての情報を収集し、付属資料1 Aide Memoireに取りまとめた。 

Aide Memoireに詳細を示すが、特記すべき事項と加筆すべき事項を次に挙げる。 

1）流通の中心はPolaと呼ばれる公共の卸売・小売市場で、ワラウェ地域に16カ所ある。16

カ所のうち14カ所は卸売・小売兼用で、1カ所が卸売り専用、1カ所が小売専用である。

政府が所有し、1年間の契約で民間に管理委託している。 

2）FOが管理する集配所が1カ所ある。 

3）その他、村のなかに農民グループ・農家・農家の後継者もしくは仲介業者が開設して

いる集配所がある。 

4）これら集配所に仲介業者が来て農家から買い付けて市場へ販売される。仲介業者の最

も多くはコロンボから来る。 

5）中国が港建設中で将来の市場と思われるHambantotaについてRPM事務所で聞き取りし

たが、バナナなどの生産地が近いので市場として有望ではないと回答した。 

6）農民グループのなかには自ら集配所を経営して利益を上げているFOがある。現地調査

では右岸のBanana associationと左岸のCollection centerを訪問した。いずれも流通以外の

FOの組織活動が活発であった。マハヴェリ庁の希望は、FOの市場・流通能力の強化に

よってコメ以外の作物（バナナなどの）の栽培を増やし、かつ組織力を高めたいと考

えている。 

7）円借款で実施した研修に参加して加工技術を学んで販売している新規入植者（ただし、

土地を持っていない）の聞き取り調査をした。研修では15名が受講したが営業に結び

つけたのは1名だけであった。他の14名は土地を持っている農家の主婦や後継者であっ

た。 

8）JICAがHambantotaで実施している技術協力プロジェクト「南部地域の村落生活向上プ

ロジェクト（South CAP）」の流通戦略について専門家に聞き取りしたところ、次の回

答であった。 

① 流通に関して、対象グループは33世帯でRegisterされた団体になっている。もう2

団体を実施しようとSuriyawewa Divisionで進めている。 
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② 農家の交渉能力が低いので仲介業者（Middleman）を選定して交渉にあたってもら

う方向で実施している。 

③ 実践につながるマーケティングとしてリスクを負ってやるという農家はなかなか

いない。 

④ 食品加工について研修を受けることは歓迎するものの、マーケットに生かす人は

限られている。 

 

１－５－２ 開発課題の分析 

（1）対象開発課題 

現地で約50名の職員と対象FOの50 FO（全体の37％）から問題の聞き取り調査して、類似

の問題を整理して24の問題を抽出し、それらを用いて問題分析を行った。この分析結果の

問題は大きく以下の3つに整理された（詳細は第4章及び付属資料1 Aide Memoire参照）。 

問題－1：水田化による水資源の不足 

問題－2：水利用効率の低下 

問題－3：水供給効率の低下 

 

（2）優先順位 

要望調査で挙げられた4項目の問題の間の優先順位についてマハヴェリ庁から聞き取っ

た結果は次のとおりである。 

優先順位－1：非水稲作物の市場流通価値を増すための価値連鎖（バリューチェーン）機

能の不備 

優先順位－2：非水稲作物の導入と比較的複雑な灌漑施設にかかる水管理維持管理研修に

係る職員と農家の研修訓練の不足 

優先順位－3：効果的水管理・施設維持管理を確保する組織整備の不適切 

優先順位－4：水管理・非化石燃料駆動の農業機械の活用による環境管理の考慮の欠落 

これらを上述の問題分析と併せて討議した結果、優先順位－1は問題－1に適合し、優先

順位－2&3は優先順位－3に適合すること、優先順位－2は問題－1と2に関係することを確認

した。また、環境問題について、現地調査では塩害・雑草の繁茂が環境問題としてあげら

れて問題系図に含めたが、要請書であげられたほかの問題は現地調査では確認できなかっ

たので含めなかったことを説明して、理解された。 

 

１－５－３ プロジェクト戦略にかかる考察 

（1）実施可能性の検討 

プロジェクト・サイクル・マネジメント（Project Cycle Management：PCM）によれば、

目的系図のなかからプロジェクトして適正なアプローチもしくはアプローチの組み合わせ

を選択することが次の段階として求められる、といわれている。目的系図を作成したとこ

ろ、3つの中アプローチと5つの小アプローチがあり、その実施可能性について、中課題単

位で検討を行った。 

プロジェクトの選択について、スリランカ側の優先順位－1が第1中課題の水田化の抑制

にあることから、これ単独か他の中課題を組み合わせるかで3つの代替案を検討した。 
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表１－３ 代替案 

代替案

No. 

プロジェクト名

（仮） 
プロジェクト目標 成  果 

関係する

中課題

No. 

（1）非水稲作物の市場流通価値の向

上がなされる。 

1 非水稲作物振興

プロジェクト 

農家の水田化が抑

制される 

（2）FOの営業能力が強化される。 

1 

（1）非水稲作物の市場加工が振興さ

れる。 

1 2 総合的灌漑農業

管理計画 

非水稲作物を中心

とした灌漑農業が

振興される （2）FOの維持管理能力が強化され

る。 

2 

（1）非水稲作物の市場加工が振興さ

れる。 

1 3 総合的灌漑農業

管理保全計画 

灌漑農業の持続性

が確保される 

（2）ワラウェ左岸地域の維持管理能

力が強化される。 

2&3 

 

１－５－４ その他考慮事項 

 

（1）先行実施されたWLBPとの関係 

先行実施されたWLBPに対して本件は研修の補完と発展という位置づけになる。具体的に

は次のようである。 

1）質的面では、流通加工研修の発展と維持管理における予防保全の導入がある。第1の流

通加工は、WLBPでは流通については展示程度の研修だけであったので4P（Product,  Price, 

Place, Promotion）を含む体系的な研修として内容を充実すること、加工も加工方法と原料

作物・果物にかかる内容を充実することがあげられる。維持管理については、予防保全を

導入することはWLBP研修の発展になる。 

2）量的面では、補完になる。すなわち、FOメンバー及びマハヴェリ庁で研修を受講して

いない農家・職員が多い。理由は、入植直後の多忙・FO代表の改選による交代・連絡不

十分・期間の短さ・入植の遅れである。これらのうち、入植直後の多忙・FO代表の改選

による交代を除く他の理由はスリランカ側が解決できたことである。FO代表の改選によ

る交代については、改選後もマハヴェリ庁職員がフォローアップ研修を実施すべきことで

あり、そのために職員研修も実施された。しかし、入植直後の多忙については考慮すべき

と考える。すなわち、入植直後は家の建築・家族の移動と生活の定着など多忙を極めてお

り、家族的なことが研修よりも優先されたことは考慮すべきと考える。 

なお、マハヴェリ庁職員が実施すべきWLBPのフォローアップ研修についてマハヴェリ庁

から聞き取りしたところ、研修予算獲得に努めているとのことで、そのことはAide Memoire

に含めた。 

 

（2）対スリランカ灌漑セクターの全体的な課題との関係 

類似案件としては、技術協力プロジェクト「乾燥地域の灌漑農業における総合的環境管

理能力向上計画」（ICIM）と円借款「モラガハカンダ開発事業」（モラガハカンダ）のソフ
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トコンポーネントがある。これらは、水利組織強化・営農改善・加工流通・維持管理・研

修と類似の内容を含む。 

本件のこれら2案件との相違については以下のように考える。 

① ICIMは貧困対策にかかる灌漑農業モデルといえる。すなわち、小規模農家を対象とし、

灌漑関係は末端水路の改修を主とし、流通加工ではFO以下の小グループでの加工を中

心とした活動をしている。それに対して本件は経済開発にかかる灌漑農業モデルとい

える。すなわち、ある程度（0.8ha～1.0ha）の規模の農家を対象とし、灌漑関係では基

幹施設からの末端に至るシステム全体をとらえ、流通加工はFO単位もしくはFO集団に

よる規模の大きなものを念頭においている。このことはマハヴェリ庁との協議でも、

ICIMは小規模開発である点が異なると説明された。 

② モラガハカンダのソフトコンポーネントはFOの設立強化・農業普及・流通加工・研修

がその内容でWLBPのソフトコンポーネントと同様な質量になると思われる。そこには

前述のWLBPと本件の質的比較であげた、重厚な加工流通研修の実施と維持管理におけ

る予防保全が本件の特長である。本件で育成したFO・職員は整備したモラガハカンダ

のソフトコンポーネントの研修に活用が期待される。 

    

なお、技術協力プロジェクトでマハヴェリ庁へ移転した開発モデルを全国に広めるのは

研修によることになる。しかし、現状として研修予算が減額されていることから、調査団

としては上述のように研修予算獲得に努力していることだけを確認した。 

 

（3）本案件の位置づけについてのスリランカ事務所とスリランカ日本大使館の意向 

1）スリランカ事務所の意向 

① 本案件は、現在の技術協力プロジェクト「乾燥地域の灌漑農業における総合的環

境管理能力向上計画」（ICIM）の後継案件として位置づけられる。 

② コンポーネントとしては、先方の優先度の最も高い、①稲以外の作物に関する営

農と農業サービスを案件の中心コンポーネントとすることが想定されるが、③灌

漑施設の維持管理（ハード、ソフト面）を含めるか、規模感、案件開始時期は要

検討事項である。 

③ 農漁村・地方開発の方向性に関して事務所では、灌漑開発と作物多様化に焦点を

あて、灌漑案件は本案件にて技術協力を最後とし、有償（ソフトコンポーネント

含む）に絞ることを検討中である。 

    

2）スリランカ日本大使館の意向 

① 今回Problem Treeで指摘された稲以外の作物から稲への転作、灌漑施設の維持管理

（ソフト、ハード面）のすべてに対応する案件にできれば望ましい。 

② 規模感としては現在のICIM程度が望ましい。 

③ 灌漑施設の維持管理（ハード面）は重要と考える。 

 

（4）ポジションペーパー・プログラム作成への助言 

前述の対スリランカ灌漑セクターの全体的な課題との関係は、プログラムのなかで整理
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されることが理想的である。そこでスリランカ事務所から作成中の農漁村・地方開発プロ

グラム案の説明を受け、今後の課題整理へ次の助言を行った。 

1）農漁村・地方開発のプログラムの検討にあたり、現在多くの課題（5課題：灌漑開発、

作物多様化、畜産、コミュニティ開発、漁業）に対応する内容となっているところ、その

絞り込みをする必要がある。 

2）「包括性・公平性・出口戦略」というキーワードで根拠と将来計画を明確にする必要が

ある。 

3）紛争影響地域住民生活・社会環境改善プログラム（北部・東部支援）にも関連案件が

含まれることが想定されるところ、それも併わせて検討すべきと考えられる。 

スリランカ事務所からは7月第3週のプログラム調整会議にて再度検討することが伝えら

れた。 
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第２章 要請の背景 
 

２－１ スリランカ国の社会情勢 

スリランカは、近年6％を超える経済成長率を記録している。2009年には、北部地域での紛争や

世界経済危機のような、負のインパクトといえる事情があったものの、3.5％の経済成長を達成し

た。このような状況から、1人当たりの国内総生産（Gross Domestic Product：GDP）も2000年には914

米ドルであったが、2009年には2,053米ドルへと著しく上昇している。 

一方、農業生産性は、ほぼ自給を達成しているコメを除き、それほど変わっていない。輸出に

関していえば、2009年の増加率は工業製品の輸出は75％となったが、農産品は24％にとどまった。 

農産物の輸出については、1970年代には外貨獲得の最大の品目であり、すべての輸出品のうち、

24％（うち、紅茶 17％）が農産物によって占められていた。 

このように、コメやそれ以外の作物からなる国内農業セクターのGDPに占める貢献度は、徐々

に減少している。 

スリランカのセンサス・統計局の調査結果によれば、2009年の貧困率は都市で6.7％、農村で

15.7％であり、スリランカでは、貧困層の82％は農村に存在している。このため、国家レベルの自

立を達成し、食料安全保障を保ち、貧困緩和に向けた収入と富の均衡のために、農業セクターの

成長は最も重要な事項とされている。 

 

２－２ スリランカ国農業分野全体の状況 

スリランカの農業セクターは、小規模農家が中心となって主食のコメやその他の畑作物（Other 

Field Crops：OFC）等を生産する非プランテーション（食用作物生産）部門、農園を中心に紅茶・

ゴム・ココナッツ等の商品作物を生産するプランテーション部門、その他の畜産、漁業、林業な

どの部門に大別される。 

かつて農業はスリランカ経済の基幹産業であったが、GDPにおける農業セクターのシェアは国

内の産業構造の変化に伴って長期的に低落基調にあり、1970年代前半の38％から2009年には12％

にまで低下している。国家の輸出収入における同セクターのシェアも、同様に大きく低下してい

る（1977年：79％→2009年：24％）。 

しかし、農業は依然として国内労働人口の32％を抱える雇用の大きな受け皿であり、国内人口

の70％が居住する農村地域において、多くのコミュニティや小規模農家の生計を支える重要な手

段となっている。 

コメ及びその他の畑作物（OFC）の生産性向上を実現するうえで、灌漑開発は最も重要な手段と

なっている。住民の生活用水、家畜の飲用水、養殖池の給水、電力供給のための基本インフラと

しても不可欠な役割を果たす。 

過去、政府は灌漑施設の修復・開発及び効率的な水利用による作付率の向上や灌漑農地面積の

拡大に優先的に取り組んできており、1968年にマハヴェリ河流域及び北中部州の乾燥地域の総合

灌漑開発（約36.5万ha）を実現するための30年計画として「マハヴェリ河総合開発計画」のマスタ

ープランを策定している。1979年に内容の見直しと事業実施機関であるマハヴェリ庁の設立が行

われ、1980年代よりさまざまなドナーの支援を得つつ事業を実施してきている。 

スリランカ政府の2006年の資料によれば、国内の潜在灌漑面積は約60万haとされ、このうち約

80％が乾燥地域に分布している。灌漑地区は大規模灌漑地区（80ha以上）と小規模灌漑地区（80ha
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未満）に分類され、大規模灌漑地区（約40万ha）のうち、約300以上（約30万ha）の地区は灌漑水

資源管理省の灌漑局（Irrigation Department：ID）、残る約10万haはマハヴェリ庁によって運営され

る。小規模灌漑（約20万ha）は農業省の農業開発局（Department of Agrarian Development：DAD）

によって管理され、全国で15,000以上の地区が存在するといわれる。しかし、農民組織による不適

切な維持管理や老朽化、紛争による破壊や荒廃により、これらの多くの灌漑地区は機能していな

い状況にある。 

 

２－３ スリランカ国の灌漑分野に関する戦略 

現在、スリランカ政府の灌漑開発事業は、主に灌漑水資源管理省（灌漑局、マハヴェリ開発庁）・

経済開発省・農業省農業開発局によって所管されている。政府は、マヒンダ・チンタナにおいて、

効率的な水利用・灌漑システムの生産性改善を通じて2016年までに商業的な灌漑農業への転換を

図ることを開発目標として掲げ、そのための戦略として既存の灌漑施設の改修及び新規の灌漑施

設の開発を重視するとしている。 

マヒンダ・チンタナにおいて、農業は地方住民にとって、生活の糧であると示され、当該セク

ターが有効に活用されることにより、地方部での貧困削減に貢献するといったことが示されてい

る。また、スリランカ政府は、伝統的農業から生産性を向上させる農業への転換についても言及

している。農業セクターの政策の最終到達点は、持続的な収入、食料安全保障、農業に依存して

いる人々の収入手段を確保し、貧困層へ適量の食料を適切な価格で供給できることである。 

スリランカ政府は、従来のような低価値農業から高価値農業へのシフトと、生産性と競争性の

向上に対し、高い優先度をおき、農業セクターが著しい成長を遂げる糸口にしようとしている。

これに関する政策については、以下のように示されている。 

（1）生産性の向上 

（2）マーケティングと関連するインフラの整備 

（3）技術普及 

（4）均衡のとれた開発のためのコミュニティ組織化とその組織への参加 

（5）環境悪化の低減 

（6）低い生産性の農業から高い生産性の農業への転換 

（7）輸出関連の農業セクターにおける生産性、生産量、競争力の向上 

（8）労働力や土地などの農業セクターの生産性に関係する要素の改善 

（9）機械化や農業にかかる労力を削減できるような技術移転を図った農業生産性の向上 

（10）市場メカニズムの開発と望ましい貿易規則の導入 

    

上記の政策に関連し、本プロジェクトは（9）の一部以外に合致するとして、スリランカ政府側

から説明を受けた。 

    

また、国家農業政策（2007年）には、下記の課題について政策ステートメントが示されている。 

（1）農業生産性向上 

（2）種苗生産 

（3）肥料 

（4）農薬 
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（5）農業機械化 

（6）灌漑・水管理 

（7）土地管理 

（8）土壌保全 

（9）農業金融 

（10）農業保険 

（11）農業研究 

（12）農業普及・農業教育 

（13）収穫後処理技術 

（14）マーケティング 

（15）農業に基盤を置いた産業 

（16）伝統的農産物及び伝統的農業 

（17）家庭菜園 

（18）農業への投資 

（19）植物遺伝資源の利活用 

（20）農業への若者の参加 

（21）農業輸出 

本プロジェクトは、上記のうち（5）（16）（19）を除くすべてに関連する案件であると、スリラ

ンカ政府から説明を受けた。 

 

２－４ スリランカ国政府及びドナーの協力する灌漑事業 

JICAを含むドナーによる近年の灌漑分野の支援は、単に灌漑インフラの建設や改修のみを行う

だけでなく、農業や生計向上支援なども含めた総合的な農村開発プロジェクトの形態をとるもの

が多い。現在、灌漑分野の支援を最も積極的に行っている他ドナーは世界銀行であり、（North-East 

Irrigated Agriculture Project：NEIAP）及びその後継案件であるRe-awaking Projectを通じて北東部の

灌漑施設改修・参加型農村開発、（Dam Safety and Water Resources Planning Project：DSWRPP）を通

じて国家水利用計画の策定や80の大規模ダムの改修・維持管理改善を支援している。 

以下に、マハヴェリ開発庁が実施するプロジェクトについて示す。 

 

ドナー 分 野 プロジェクト名 金 額 期 間 

JBIC 灌漑リハビリ、改善 ワラウェ川左岸灌漑改修拡張計画 

（SL-P45） 

25億7,200万円 1995～2001

JBIC 灌漑リハビリ、改善 ワラウェ川左岸灌漑改修拡張計画 II 

（SL-P48） 

93億9,300万円 2000～2008

JICA 肥料 肥料利用適正化計画プロジェクト 1,400万円 2006～2008

JICA 灌漑 乾燥地域の灌漑農業における総合的管

理能力向上計画 

3億5,000万円 2007～2010

世銀 灌漑リハビリ、改善 Dam Safety and Water Resources 

Planning Project 

7,200万米ドル 2008～2012
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国際協力銀行（JBIC）のワラウェ川左岸円借款事業（WLBP）では、6,250haの土地が新規に開

発され、既存の施設の改善も併わせて行われた。このプロジェクトはハードウェアの整備につい

て、目標のほぼすべてが達成された。また、WLBPについては、dual canal systemや夜間の貯水を含

めたHigh tank, low tankなどの新しい灌漑システムを導入した。加えて、農業普及や水管理、農家

組織化及び組織強化、植林、野生象防除等のサービスについても提供された。農業普及の特徴は、

土壌の状態や気象条件に合わせた作物多様化である。コメ以外の作物の栽培地は68％であり、こ

の高い割合は、プロジェクトの大きな特徴でもある。 
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第３章 灌漑分野の開発課題とその現状 
 

３－１ 対象開発課題の制度的枠組み 

英文要請書によれば5課題が提示されている。すなわち、①水管理、②灌漑施設の維持、③農民

組合（FO）の能力強化、④環境配慮、⑤加工流通である。これらのうち①・②・③・④はマハヴ

ェリ庁とFOにかかる課題で、⑤の加工流通は管理の視点からは民間セクターであるがFO支援の視

点からはマハヴェリ庁が関係する。よって、灌漑水資源管理省・マハヴェリ庁・FO・市場流通に

ついて、制度的枠組みを以下に解説する。 

 

３－１－１ 水資源管理省 

（1）主たる業務と機能 

① 灌漑・貯水池・水資源管理及び関係課題にかかる政策・プログラム・プロジェクトの

形成 

② 政策・プログラム・プロジェクトの実施監理 

③ 当該省に管轄する公共サービスの効率的かつ国民友好的な提供 

④ 近代的技術を駆使した効率的実施のための制度・方策の改善 

⑤ 塩害除去事業 

⑥ 雨水収集 

⑦ 洪水防御 

⑧ 河川等水源の汚染防止 

⑨ 灌漑・排水・洪水防御にかかる事業の推進・建設・維持・管理 

⑩ 灌漑にかかるコンサルタントサービスと建設 

⑪ 6灌漑事業にかかる事項 

 

（2）部署・関係組織及び公共団体 

① 灌漑局 

② マハヴェリ庁と関係公社・協会（マハヴェリ畜産公社を除く） 

③ 中央工学コンサルタント局（以下、英文から「CECB」と略す） 

④ マハヴェリ灌漑局プログラム 

⑤ 水資源委員会 

 

（3）関係法規 

① 灌漑法 

② マハヴェリ庁条例1970-No.23 

③ 水資源委員会条例1964-No.29 

④ 上述（1）と（2）の事項にかかるすべての法規でかつ他の省庁に属さないもの 
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３－１－２ マハヴェリ庁 

（1）ビジョン・使命・目的・組織及び予算 

1）ビジョン 

自然が保護された河川及び農村から豊かな社会への移行のための管理された流域の確

保と経済開発の推進 

    

2）使 命 

流域における効果的な人的開発とともに人的資源の活用と自然資源の環境融和的・持

続的・環境的管理がなされた水資源の確保 

    

3）目 的 

① ダム・貯水池・水路・灌漑配水施設と関係施設の建設・維持及び管理 

② 入植地の開発 

③ 農業開発と土地開発 

④ 入植後の支援 

⑤ 流域管理と環境保護 

⑥ 復旧・維持とダムの安全確保 

    

4）組 織 

今回の改革においても前回の1997～2000年改革から大きな組織的変更はない。ただし、

Executive directorの数は2名になった。それぞれ土木技術担当と経済開発担当からなる。現

在、検討中の現地事業所（RPM事務所）を含む組織図を図３－１に示す。 

    

5）予 算 

現在の予算状況を表３－１に示す。 

 

表３－１ マハヴェリ庁の予算 

（単位：百万Rs） 

項目 1997 2007 2008 2009 
2009/1997

（％） 
1997-2009

Net salary 580.2 1426.2 1564.6 1654.0 285.1 （1073.8）

Other 

Emulations. 
195.8 26.9 22.4 24.5 12.5 171.3 

Other Recurrent. 360.7 112.6 138.8 139.6 38.7 221.1 

Total Recurrent. 1136.7 1565.7 1725.8 1818.3 159.9 （681.6）

Total Capital 1798.0 4815.0 5271.5 4016.6 223.4 （2218.6）

注：MASL Staff as of March 2010 –（Permanent-4644, Trainees-156） 
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6）職 員 

RPM事務所職員の詳細を表３－２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
出所：マハヴェリ庁（2010年5月） 

 

図３－１ マハヴェリ庁の組織図 
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表３－２ RPM事務所の職員内訳 

Position CE EA DP TO 
Jalapaiaka

（Water 
controller） 

Total 

［RPM Office］       
DRPM（technical） 1     1 

Construction & Maintenance Unit 1 2 3 1 － 7 

Flow Monitoring & Operation Unit 2 2 － 3 13 20 

Electro Mechanical Unit 2 － － － － 2 

［Left Bank area］       
BM Office（Kiriibbanwewa） 1 2 － 3 － 6 

BM Office（suriyawewa） － 1 － 2 2 5 

BM Office（Maurapura） 1 3 － 3 2 9 

BM Office（Chandrikawewa） － 3 － 3 5 11 

BM Office（Murawasihena） 1 1 － 4 5 11 

BM Office（A'pelassa） － 3 1 4 8 16 

CE=Civil engineer, EA=Engineering assistant, DP=Draught person, TO=Technical officer,  

出所：マハヴェリ庁（2010年5月） 

 

３－１－３ ウダ・ワラウェ地区のRPM事務所と下部組織 

ウダ・ワラウェ地区ではRPM事務所を上部組織として、その下に出先機関としてBlock事務

所・Unit事務所がある。 

    

（1）RPM事務所 

組織図を図３－２に示し、各部署の活動を以下に記述する。 

1）Water management section 

雨期96,277ha、乾期89,051haの灌漑を任務とする。 

2）Maintenance section 

幹線水路、支線水路及び付帯施設の修理と建築物の維持を任務とする。幹線水路は

49.56km, 支線水路（B-canalと称す）は47.8km、3次水路（D-canalと称す）は191km、四

次水路（F-calalと称す）は647.50kmの延長がある。これらのうち、幹線水路とB-canal

はRPM事務所が維持管理を担当し、D&F-canalはFOが維持管理を担当する。水源貯水池

は満水位標高88.39mである。 

3）Agricultural section 

事業準備、情報提供、技術指導、新穀物の紹介、圃場管理を任務とする。統計では、

雨期は水稲作13,068ha、バナナ4,135ha、その他果樹64ha、野菜465haが栽培されている。

水稲の平均単収は6.24t/haである。 

4）Human Resource & Institutional Development（HR&ID）section 

任務として270のFOの維持を担当しており、研修の実施及び年2回のボランテイアキャ

ンペーンを行う。ほかの活動として、宗教文化的行事・小規模女性社会活動・ビジネ

ス開発を行う。先行実施されたワラウェ川左岸円借款事業（WLBP）では水稲種子洗浄

器・精米機・堆肥製造機が供与されたが、政府からの供与はない。ビジネス開発とし

てWLBPでは商品フェアがコロンボで開催されるなどしたが、その後は持続していない。 
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5）Land division 

任務は入植委員会の管理で、土地測量・許可上の配布・無償資金供与・土地配分・適

任者の選定を行っている。入植地の土地利用では、住宅地5,932ha・灌漑地23,600ha・そ

の他 35,098haで計 64,530haを管理している。 

 

（2）Block事務所とUnit事務所 

組織図は図３－３に示し、各部署の活動を以下に記述する。 

1）Block Manager 

Block事務所の監理を担当する。 

2）Unit manager 

主たる担当は入植管理で、Unitのなかのすべての資源（Resources）の調整を行っている。

農民の福祉・FO形成・農民福祉の参加型管理なども実施している。 

3）Technical Officer（TO） 

水管理・灌漑施設の維持にかかる助言・住居建設や水路維持にかかる技術的課題への助

言を担当している。 

4）Irrigation Engineer（IE） 

主に水管理・Engineering Assistant（EA）の指導を担当している。 

5）Land officer 

土地の配分・許可証発行・土地問題の解決・二者間の紛争などの土地問題の解決支援を

担当している。 

6）HR&ID officer 

FOの形成強化・FO研修プログラムの実施・スポーツ及びボランティア活動の支援・宗

教活動支援・チーズ生産などの農家企業支援を担当している。 

7）Agriculture Officer（AO） 

農業と普及の年次行動計画及び月別行動計画の準備・Field Assistant（FA）の調整とモニ

タリング、他の組織との調整・資材供与の調整・農民とFAの研修を担当している。 

8）Engineering Assistant（EA） 

主に水管理・D-canalのFOへの委任・輪番灌漑計画策定・施設建設の見積作成を担当して

いる。 

9）Field Assistane（FA） 

新技術の移転・進捗モニタリング・Unitレベル農業実施計画の策定・他の事務所との調

整・肥料補助申請の認可・農家の指導を担当している。FAは収穫後処理及び流通業者と

の調整も担当している。 

10）Fesheri development officer 

内水面漁業とエビ養殖及びこれらの活動計画策定・農家の組織化・稚魚調達の調整・

内水面漁民の組織化を担当している。現在18の漁民組織がある。 
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（3）職員研修 

職員研修はHR&IDの下で管理されるが、実施はほかの政府部署の計画に参加する方法で

行われる。2010年の研修計画では、動機づけプログラム・能力向上・技能開発・組織開発・

マイクロファイナンス・女性開発・職業訓練・農業開発が予定されている。最近5年間の職

員研修予算を表３－３に示す。表より、2008年以降は研修予算が減少していることがわか

る。現地の聞き取り調査でも、Block&Unit事務所では、3年以内に研修を受講した現地職員

は、Suriyawewa blockでは8名中の2名（25％）、Mayurapura Blockでは24名中の5名（21％）

である。WLBPで実施された研修に参加したのは、Mayurapura Blockでは24名中の3名（約

13％）であった。 
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出所：マハヴェリ庁（2010年5月） 

 

図３－２ 調査時点で提示されているRPM事務所の組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出所：マハヴェリ庁（2010年5月） 

 

図３－３ 調査時点で提示されているBlock事務所の組織図 
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表３－３ 最近5年間の研修予算 

（百万Rs） 

会計年度 予  算 
2006 12.9 
2007 57.25 
2008 138.65 
2009 70.26 
2010 21.75 

出所：マハヴェリ庁（2010年5月） 

 

３－１－４ 水管理システムと農民組合（FO） 

（1）ウダ・ワラウェ左岸開発事業の概要 

事業区域は3県に及ぶ。表３－４に行政区域を、表３－５に事業規模を、表３－６に対象

地域の農家数を要約する。 

 

表３－４ ウダ・ワラウェ左岸開発事業の行政区域 

州 県 郡 Block Unit 
Habaraluwewa 
Kiribbanwewa Uva Monaragala Thanamalvila Kiribbanwewa 
Mahagama 
Samaja sewapura 
Viharagala 
Baddewewa 
Alioluara 

Hambantota Sooriyawewa Sooriyawewa 

Bedigantota 
Nabadagaswewa 
Andarawewa 
Thalawilla 
Ruhunupura 
Kaluwarawewa 
Bolhida 
Galwewa 
Bellagaswewa 
Ranamurapura 
Katuwewa 
Thissapura 
Samarakoonwewa 
Ballagaswewa 

  Mayurapura 

Tissapura 
Pahalagama 
Binkama 
Kanukatiya 

Angunakolapalassa

Janidura 
Siyanbalagoda 
Muravasihena 
Mamadala 

Southern 

 Angunakolap 
alassa 

Muravasihena 

Helekinda 
Timbolkatiya 
Moraketiya 
Tunkama 

Sabaragamuwa Rathnapura Embilipitiya Cahandrikawewa 

Kuttigala 
出所：マハヴェリ庁（2010年5月） 
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表３－５ ウダ・ワラウェ左岸開発事業の灌漑事業規模（現在の数値） 

Description Unit 
Sub Phase I 

& II 
Sub Phase 

III 
Total 

Commanding Area ha 3580 1572 5152 
Main canal km 15 4 19 
Branch canals km 11 12.1 23.1 
Distributory canals km 69 33 102 
Field canals km 239 111 350 
High tanks Nos 28 16 44 
Low tanks Nos 10 9 19 
Main & lateral drainage km 72 38 110 
Market roads km 29 17 46 
Buildings Centres 7 3 10 

出所：マハヴェリ庁（2010年5月） 

 

表３－６ ウダ・ワラウェ開発事業地区の2008年12月時点の農家数 

地  区 農 家 非農家 合計（戸） 

左 岸 11,733 10,800 22,533 

右 岸 22,731 24,087 46,818 
出所：Statistical hand book 2008 in Mahaweli Hand Book 2008-2009, p.22 

 

図３－４に灌漑区における配水システムを示す。幹線水路と支線水路はマハヴェリ庁に

より、D-canalとF-canalはFOによって維持管理される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：旧JBICのSAPIチームの報告書 

 

図３－４ 水配分の模式図 
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（2）農民組合（FO） 

FOはD-canal単位のプロットで形成される。FO組織は、総代会の下、委員長・秘書・会計

役によって構成される。FOによってはF-canal単位で水管理グループを形成している。図３

－５にFOの典型的な組織図を示す。ウダ・ワラウェ開発事業でD-canalに形成されたFOの総

数は273で、そのうち137は右岸、136は左岸である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

出所：旧JBICのSAPIチームの報告書 

 

図３－５ 典型的なFOの組織図 

 

図３－５が示すように、組織としてFOは委員長・秘書・会計役がいる。これらは奉仕活

動であるために無給であり、毎年改選される。 

図示していないが、FOには内部監査・外部監査の制度がある。外部監査員はBlock事務所

によって任命され、年に1回2,000Rsの料金でFOが依頼して、監査が行われる。 

FOの組織としての活動は以下のとおりである。 

1）灌漑施設の維持管理と村落活動のためのボランティア作業の管理 

2）肥料・農薬の配布（補助のある水稲作地域対象） 

3）村落開発業務 

4）農作業のための信用供与の調整 

5）FO会員間の問題解決 

維持管理の農家への移管が事業地域全体では終了していないため、D-canalとF-canalの水

門操作はいまだFOによって実施されていない地区がある。信用供与については、非常に限

られたFOしか実施していない。 

水利費の収集はFO会計役によってなされるが、水利費額はFOによって異なる。水利費徴

収率はマハヴェリ庁によれば100％近い。調査団が確認したところ、Suriyawewa blockで聞

き取りした24FOではほぼ100％徴収されていると報告されたが、Mayurapura blockで聞き取

りした26FOでは表３－７に示すように必ずしも100％ではなかった。 
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表３－７ Mayurapura blockで聞き取りしたFOの水利費徴収率 

Water fee collection rate No of Fos ％ 

80％ to 100％ 16 62 

50％ to 80％ 7 27 

Less than 50％ 3 12 

Total 26 100 
出所：調査団 

 

日本の土地改良区とFOを比較すると、FOは日本と同様に施設維持管理と水管理を担当す

るが、それだけではなく、水稲への政府補助肥料の配布・村落開発事業・信用事業及びそ

の他組合員間のさまざまの問題解決にあたるっている点が異なる。よって、水利費の徴収

率が100％近いことを理由に組織が堅実であると評価するのはなく、さまざまな活動につい

ても考慮してFOの活動を評価すべきであるとマハヴェリ庁は説明している。 

 

（3）参加型管理と調整委員会 

1）参加型管理 

参加型管理はマハヴェリシステムでは1992年以来採用されている。同管理では、灌漑

システムの管理はRPM事務所とFOが役割と責任を分担して、次のように共同で行う。 

① すべての水管理・維持管理に関する活動はさまざまなレベルで設置された調整委員

会によって共同で管理・調整される。これら委員会では、RPM事務所員とFO代表者

が灌漑施設と生産計画における決定と管理責任を分担する。 

② D-canal及び下位のレベルの灌漑ネットワークはFOによって維持管理される。 

③ RPM事務所は幹線水路と支線水路（B-canal）の維持管理を行う。 

参加型管理システムの主たる目的は、農家によって実施される効率的な灌漑システム

の持続性を確保することによりプロジェクトの生産段階の実績を持続的に維持すること

である。強固に独立したFOの設立支援を通じて、すべてのレベルの灌漑管理プロセスへ

の農民参加が確保される。特に決定における灌漑システムへの当事者意識の確保が望ま

れる。FOの参加型管理は次のような効果をもつ。 

① FOの責任遂行にかかる動機づけと奨励をもたらす。 

② マハヴェリ庁職員が農民参加の必要性に対する認識と対応強化の意識を高める。 

③ さまざまな計画とプログラムを農民と共同で実施するなかで農民とマハヴェリ庁職

員が協力する機会を増やす。 

④ FO代表者にマハヴェリ庁職員が灌漑管理で直面している問題を気づかせる。 

参加型管理が持続するなかで、マハヴェリ庁職員の役割が管理者から奨励者に移行す

ると思われる。強固に自立したFOは灌漑管理だけでなく経済的活動についても高い管理

能力を示すと期待されている。 

 

（4）管理（調整）委員会 

調整員会のシステムは、プロジェクトレベル・Block レベル・Unitレベルで設置されてい

る。そこでは、マハヴェリ庁職員とFO代表が参加する。委員会は水配分・作付体系・水路

維持作業の優先順位・水路システムの改善と近代化・モニタリング・評価への参加にかか
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る問題を解決することを目的とする。ウダ・ワラウェ事業地区で実施されている調整委員

会による参加型管理の組織構成を図３－６に示し、各レベルの調整委員会について下記に

説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：旧JBICのSAPIチームの報告書 

 

図３－６ 参加型管理の調整メカニズム 

 

1）プロジェクトレベル調整委員会 

同委員会はRPM事務所長を委員長、灌漑技師を秘書とする。会合は3カ月に1度及び委

員から要請があったときに随時開催される。農民代表者はBlock調整員会によって任命

され、任期は1年である。農民代表者のうち、委員長代理1名、秘書代理1名になる。 

2）Blockレベル調整委員会 

Blockレベルで組織される同委員会は、D-canal FOの委員長のなかから選ばれたものが

委員長となり、秘書はBlock事務所の灌漑技師が務める。回答は毎月委員から要請があ

ったときに随時開催される。 

3）Unitレベル調整委員会 

Unitレベルで組織される同委員会は、水路管理グループの代表から選ばれたものが委員

長となり、秘書はUnit事務所長が務める。回答は毎月及び委員から要請があったときに

随時開催される。 

4）水路の維持管理以外に委員会で頻繁に討議される事項として次のものがある。 

① 土地問題：隣接地への侵入・法令違反行為・作業の遅延・共同使用地の配分 

② 流通：農産物の適正価格の維持 
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③ 災害に対する穀物保険の推進：農業信用・市場情報・包装・品質管理・価格・資材

調達など 

④ 第二世代の雇用：牛乳加工・共同購入販売・タイプ・裁縫にかかるマハヴェリ庁に

よる訓練プログラム 

⑤ その他の訓練プログラム：会計・記録・監査・幼稚園教師・水管理にかかる訓練機

会 

日本の土地改良区の場合は委員会ではなく土地改良連合という組織になっている点がス

リランカのシステムと異なる。 

 

（5）灌漑管理移管プログラム 

上述の参加型管理政策と調整委員会システムの下で、灌漑管理の移管が次の3段階にわた

って実施されている。 

1）ステップ－1組織形成 

この段階では、FOが組織され、Institutional organizerによって能力強化される。 

2）ステップ－2共同管理 

マハヴェリ庁とFOが共同管理できる段階に達したとき、Memorandum of understanding

（MOU）と称する協定書に署名する。同文書では、維持管理にかかるマハヴェリ庁と

FOの各役割と責任が明記されている。 

3）ステップ－3移管 

FOが維持管理責任の移管に賛同しかつ実施可能になったとき、“turnover agreement”

が双方で署名される。同文書は マハヴェリ庁とFOの各責任が詳述されている。この

段階でのマハヴェリ庁の役割は技術的・管理的助言とFOの財政力を超える施設修復へ

の財政支援に限られる。 

 

調査時点において入手した2010年5月時点での移管の進捗状況を表３－８に示す。表が示

す進捗状況は、129 FO中の60 FOで移管が終了している。これは47％にあたる。非常に多く

の入植希望者があったことなど入植にかかる課題が多かったために移管が遅れたが、計画

では2010年中に完了することになっている。 

 

表３－８ 灌漑管理移管の進捗状況 

Area No. of FO

Registered 

under 2000 

Agrarian

1st 

Agreement

2nd 

Agreement 

Left Bank 136  73   60 

Right Bank 137 117  128 

Total 273 190 0 188 
出所：マハヴェリ庁（2010年5月） 

 

入植及び灌漑管理にかかる農民研修は、IE, HR&ID, EA, TO及びUnit事務所長によって実

施される。 
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３－１－５ 農業普及 

（1）スリランカにおける農業普及組織 

普及活動を有機的に統合するため、Agrarian Service Centerと称する機関が関係省庁から構

成される普及員チームの基地として設立されている。同センターは農家の小売場所として

の機能と、普及サービスに働く職員の調整機能の2つの機能を持つ。しかし、普及にかかる

組織は複雑で組織間の調整を図ることは難しいのが実態である。多くの組織が農業普及と

支援サービスに従事している。それら組織として、農業局の普及研修部・土地省の普及開

発ユニット・農業サービス部・州の牧畜生産及び衛生部・農業輸出部・スリランカ養殖局・

ココナツ栽培委員会・カシュナッツ公社・農業開発庁が挙げられる。 

 

（2）マハヴェリ庁の組織 

マハヴェリ庁では入植地域を対象に、農家への新技術の指導と農業にかかる問題解決支

援のため農業普及プログラムを実施している。同プログラムは、マハヴェリ庁本部―RPM

事務所―Block事務所―Unit事務所の順で指揮監督されている。本部にはDirector・Deputy 

Director・農業職員（専門技術員）が配置されている。RPM事務所には、農業担当のDeputy 

Resident Project Managerと農業職員（専門技術員）が配置されている。Block事務所には農業

技師が、Unit事務所にはUnit事務所長とFAが配置されている。研究課題については、農業部

の地域試験場とマハヴェリ庁が協力調整することになっている。実証展示活動は農家圃場

でFAの指導のもとに実施される。地域内には営農を支援するほかの組織もある。例えば、

ココナツ栽培委員会・牧畜生産、衛生部及びサトウキビ研究所などである。 

表３－９に普及プログラムにおける中央政府とマハヴェリ庁の役割分担を要約する。 

 

表３－９ 普及プログラムにおける中央政府とマハヴェリ庁の役割 

中央政府 マハヴェリ庁 

① プログラムを管理する指針を設定する。

② マハヴェリ庁・州政府・その他組織が実

施する普及活動に補助を行う。 

③ 普及員の資格認定を行う。 

④ 全国の情報網を設定する。 

① プログラムを実施する指針を設定する。

② プログラムを実施する。 

③ 普及員を普及所もしくは農家組織 /村落

組織に配属/派遣する。 

④ FAを通じて農家に普及サービスを提供も

しくはFOを通じて普及サービスを提供

する。 
出所：マハヴェリ庁（2010年5月） 

 

（3）普及組織と普及員（FA）数 

マハヴェリ庁ウダ・ワラウェRPM事務所の農業担当Deputy RPMがウダ・ワラウェ事業地

域の農業普及サービスの責任者である。同普及サービスシステムは、① Deputy RPMを長と

したRPM事務所に配置されている3名の専門技術員（SMO）・②Block事務所に配置されてい

る農業職員（AO）・③Unit事務所に配属されているFAからなる。RPM事務所・Block事務所・

Unit事務所の機構図を図３－７に示す。また、表３－10に現場で普及活動している職員であ

るAOとFAの数を示す。 
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出所：マハヴェリ庁（2010年5月） 

 

図３－７ 農業普及機構 

 

表３－10 ウダ・ワラウェの普及員数 

Block AO FA 

Chandrikawewa 1 4 

Murawesihena 1 5 

Angunakolapelessa 1 4 

Rignt 
bank 

Total 3 13 

Kiriibbanwewa 1 7 

Suriyawewa 1 5 

Mayurapura 2 12 

Left 
bank 

Total 4 24 
AO=Agricultural officer, FA=Field assistant 

出所：マハヴェリ庁（2010年5月） 

 

ウダ・ワラウェの入植農家数が11,733であるから、1名のFAが11,733÷24＝489農家を担当

していることになる。現地で聞き取りした7名のFAの担当農家数はそれぞれ508, 530, 540, 

742, 543, 1265, 532であった。1,265農家以外は平均に近い農家数である。1名のFAだけ1,265

農家と多いのは、WLBPが実施される前に入植した農家がいる地域を担当しているからであ

る。なお、これらFAは勤務時間の40％ほどは農業資機材の配布に従事しており、残る60％

だけが農民組織化・農業展示・農家訪問・土壌採取などの普及業務に活用されている。 

 

（4）普及システム 

同地域では統合的普及システムが採用されている。これは対象グループ重視の普及・問

題解決型普及・参加型普及が組み合わされたものである。その詳細を次に示す。 

1）FAは月に1回事務所で特定課題の研修を受講し、それ以外の日は農家もしくは農家グル

ープを訪問する。 

2）FAによる普及では、対象農家グループから1名をコンタクト農家として選出して定期的

に情報を与える場合と、複数の農家を定期訪問する場合がある。 

AO AO

P
ro

je
ct

 o
ff
ic

e

SMO
Paddy

Chandrikawewa
AO

Murawasihena
AOB

lo
ck

 o
ff
ic

e
U

n
it
 o

ff
ic

e

Mayurapura
AO AO

Suriyawewa
AO

Field
Assistants (5)

Field
Assistants (5)

Field Assistants
(4)

RPM
Uda Walawe Special Area

DRPM (Agriculture)

Field Assistants (4)
Field

Assistants (7)

Angunakolapalessa Kiriibbanwewa

SMO
Forestry and
environment

SMO
OFC

Field Assistants
(12)

SMO
Demonstration

farm
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3）FAは問題を抱えている農家グループと定期会合をもち、そこで作付け体系の策定及び

研修/デモンストレーションの実施を行う。 

4）FAは自らの普及結果の点検・評価のための農家訪問も行う。 

 

（5）普及活動と研修 

すべてのFAはバイクを移動手段として持っている。その業務は次のようである。 

1）新技術の普及：FAは実証調査を一時借り上げた農家圃場で行い、その後に新技術を農

家に紹介する。 

2）農家指導：FAは新規参入農家に指導を行う。 

3）調整業務：FAは農協と地方公共団体が協力で特産物開発を行うための調整業務を行う。 

4）環境保護：FAは技術指導と集合研修を通じて化学肥料・農薬の使用を制限する普及を

行う。また、FAは減農薬のための技術指導・購買への助言も行う。 

5）経営支援：FAは個々の農家の営農規範の確立指導及び新流通方式の開始によって農家

経営支援を行う。 

普及方法については、普及教材作製以外は日本と相違はない。同地域では普及員が普及

教材を作製するのではなく、RPM事務所が作製してBlock事務所・Unit事務所へ配布する。

ポスター・リーフレットは1度に5,000部印刷される。また、リーフレット・ポスター・小冊

子は農業省から配布される場合もある。しかし、調査団が確認した普及教材はすべてWLBP

で作製されたもので、ほとんどはリーフレットであった。確認されたリーフレットは、RPM

事務所で16、Mayurapura Block事務所で13、Andrawewa Centre Unit事務所ではすべてが配布

されて皆無であった。 

普及員の能力強化研修は農業省のIn- service Training Institutes（ISTI）が実施する。マハヴ

ェリ庁普及員（AO, FA）は雨期・乾期の各シーズンに1度の割合で研修を受講している。表

３－11は最近3年間の普及員研修にかかるマハヴェリ庁全体の実績データである。表から研

修は技術的なものが多く、加工流通の研修が実施されていないことがわかる。 
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表３－11 普及員の研修実績（マハヴェリ庁全体） 

Year Type of Training No. 
Name of training 

course 
No. of 

Participants 
Production techniques 74 Officer training 1,850 
Production techniques 260 Farmer training 9,100 
Others 23 Awareness training 1,771 
Others 34 Capacity Building 1,540 

2007 

Others 9 Skill Development 99 
Production techniques 58 Officer training 1,450 
Production techniques 433 Farmer training 15,000 
Others 19 Awareness training 481 
Others 17 Capacity Building 564 

2008 

Others 27 Skill Development 836 
Production techniques 79 Officer training 1,817 
Production techniques 837 Farmer training 34,200 
Others 10 Awareness training 309 
Others 34 Capacity Building 1,676 

2009 

Others 8 Skill Development 78 
出所：マハヴェリ庁（2010年5月） 

 

これら普及について特筆すべき点を整理すると以下のようである。 

特記すべき事項を次に挙げる。 

① 日本の2004年度までのシステムと同様に専門技術員（Subject Matter Officer：SMO）

と農業改良普及員（Agricultural Officer：AOとField Assistant：FA）からなり、普及方

法もT&Vシステム（Training and Visit, ここでは普及員の研修及び普及員による訪問

指導）である。 

② FA（末端の普及員）1人当たりの担当農家数平均489戸と、潤沢な普及員の配置であ

る。くわえて、すべてがオートバイで普及活動を行っている。ただし、業務の約40％

は肥料配布などの普及以外の業務に費やされている。それでも普及員数はT&Vシス

テムには比較的十分な数であると考えられる。 

③ 上述のように職員全体の研修予算が減少しているため、普及員の能力強化研修受講

者が少ない。 

 

３－１－６ 流 通 

（1）ウダ・ワラウェ事業地区の市場 

“Pola（ポラ）”といわれる公共の卸売/小売市場が典型的な流通の場で、地方公共団体が

所有し、1年間の契約で民間に管理委託している。ポラでは農家と流通業者が集まり、農産

物だけでなく香辛料・衣類等の地方のニーズにあった品物も取引される。ポラのほかに農

民収集センター（Farmers Collection Center）というFOによって経営されている市場がある。

同センターはポラと異なり、周辺の農産物だけが取引される。ウダ・ワラウェ左岸地区で

は、3ポラがSuriyawewa ブロックに、1ポラがKiriibanwewaブロックにある。ウダ・ワラウ

ェ開発事業地区全体では16のポラと1つの農民収集センターがある。これらの詳細を表３－

12に示す。 
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ポラは一般的に単なる広場で、屋根付小屋・水道といった施設はない。また、道路・通

信施設・照明施設・駐車場があるポラも少ない。ポラは卸売市場と小売市場の２つのタイ

プに分けられる。通常、卸売市場は早朝の5時～9時まで開催され、小売市場はその後に開

かれる。いくつかのポラでは小売市場は卸売市場と同日には開催されない。ポラでは、地

方公共団体もしくは管理委託した民間団体が販売者である農家とトラックから料金を徴収

する。その額は、農家は販売粗収入の5％、トラック所有者はトラック1台につき60～70Rs

である。FOによって経営されているポラは一般的に無料であるが、Hathporuwaのポラの1

つでは農家は1回につき10～15Rsをポラの維持費として寄付している。 

 

表３－12 ウダ・ワラウェ事業地区の市場 

Operating Operation Day 
No Name of Pola Block Type 

organization Retail W/sale 

1 
Uda Walawe （ Town 

area） 
Embilipitiya Retail 

 
Pradeshiya Saba Wed & Sat 

 

2 Galwanguwa Embilipitiya Retail W/Sale Pradeshiya Saba Sat Sat 

3 Eblilipltiya（New town）* Embilipitiya Retail W/Sale Pradeshiya Saba Wed & Sun Tue 

4 Canal8（Morokatiya） Embilipitiya  W/Sale Canal-8 FO  Mon & Sun

5 Danduma Embilipitiya Retail W/Sale Pradeshiya Saba Tue Tue 

6 Kethsirigama Embilipitiya Retail W/Sale Pradeshiya Saba  Mon 

7 Tunkama Chandrikawewa Retail W/Sale Pradeshiya Saba Fir Thu 

8 Padalangala Chandrikawewa Retail W/Sale Pradeshiya Saba Tue Tue 

9 Barawkumbuka Murawesihena Retail W/Sale Pradeshiya Saba Sun Tue&Sun 

10 Mamadala Murawesihena Retail  Pradeshiya Saba Sat&Wed  

11 
Angunakolapallessa

（Town） 
Angunakolapallessa Retail W/Sale Pradeshiya Saba Wed&Sun Wed&Sun 

12 Ranna 
Angunakolapallessa

（out side） 
Retail W/Sale Pradeshiya Saba Tue&Fri Tue&Fri 

13 Kiriibanwewa Kiriibanwewa Retail W/Sale Pradeshiya Saba Sun Sun 

14 Haburugala Kiriibanwewa Retail W/sale Pradeshya Saba, Fri Fri 

15 Mahagama Kiriibanwewa Retail W/sale Pradeshya Saba Tue Mon 

16 Ali OLUARA Suriyawewa Retail W/sale Hatporuwa FO Tue Mon 

17 Suriyawewa（Town） Suriyawewa Retail W/sale Pradeshya Saba Sat Fri 

注：Embilipitiyaは政府によって建設された経済センターである。 

出所：マハヴェリ庁（2010年5月） 

 

（2）流通システム 

ポラ経営者・流通業者・精米業者が農産物流通の主な関係者である。購入業者は、コロ

ンボ・MataraとGalleのような南部都市・Nuwara Eliyaのような内陸・Monenagala とAmpara

のような東部都市など、さまざまな地域から集まる。最も多くの購入業者はコロンボから

来ており、莫大な量のバナナとパパイアが首都に運ばれる。地方流通業者・小売店主・農

家が直接コロンボ及び郊外の市場に商品を運び込む場合もある。 

バナナ・野菜・果実・調味作物・塊茎類がポラで扱われる。豆類・穀類（トウモロコシ・

ヒエ等）・ゴマは町の地方流通業者に販売され、それから仲介業者に転売されて大きな市場

へ運ばれる。コメは主に地方精米業者・流通業者に販売されて精米され、大きな市場に運

搬される。コメの収穫期に水稲流通組合が店舗を開いてコメを購入する。 

ポラでのコメ以外の作物価格は基本的に農家と購入業者の直接交渉で決まる。そこでは、

流通業者が所属する市場の取引価格を毎日入手し、それを基に価格を決めて農家に提示す



 

－32－ 

る。 

村の中に農家と流通業者が運営する収集センターが設置される場合もある。それは、あ

る農家が流通業者と取引したのがきっかけになって流通業者が村に集まるようになった場

合である。農家の第二世代が流通業者になっている場合もある。 

 

（3）現地調査結果 

前述の説明は質問状調査によるが、加えて現地での聞き取り調査から次のことがわかっ

た。 

1）中国が港建設中で将来の市場と思われるHambantotaについてRPM事務所で聞き取りし

たが、バナナなどの生産地が近いので市場として有望ではないと回答した。 

2）農民グループのなかには自ら集配所を経営して利益を上げているFOがある。現地調査

では右岸のBanana associationと左岸のCollection centerを訪問した。いずれも流通以外の

FOの組織活動が活発であった。マハヴェリ庁の希望は、FOの市場・流通能力の強化に

よってコメ以外の作物（バナナなど）の栽培を増やし、かつ組織力を高めたいと考え

ている。 

3）WLBPで実施した加工技術の研修に15名が参加したが、営業に結びつけたのは1名だけ

であった。その1名は新規入植者（ただし農地を持っていない）で、他の14名は土地を

持っている農家の主婦もしくは後継者であった。 

4）JICAがHambantota で実施している技術協力プロジェクト「南部地域の村落生活向上プ

ロジェクト」（South CAP）の流通戦略について専門家に聞き取りしたところ、次の回

答であった。 

① 流通に関して、対象グループは33世帯でRegisterされた団体になっている。もう2団体

を実施しようとSuriyawewa Divisionで進めている。 

② 農家の交渉能力が低いので仲介業者（Middleman）を選定して交渉を代行してもらう

方向で実施している。 

③ 実践につながるマーケティングについては、リスクを負ってまで行うという農家は

なかなかいない。 

④ 食品加工について研修を受けることは歓迎するものの、流通に生かす人は限られて

いる。 

South CAPは在来の農家が対象だが、ワラウェ地域は元々農家ではない入植者を含んでお

り、農家の性格が本プロジェクト対象とは異なっており、そのことが流通加工に対する農

家の対応の違いになっているとの印象をもった。なお、食品加工・流通の研修を実施でき

るスリランカの団体について、South CAPから情報を得た。 

 

３－２ 灌漑分野の開発課題・現状 

３－２－１ 調査方法・分析方法 

現地における文献調査と聞き取り調査で問題を確認し、それらを解決する課題・ニーズを把

握する方法で調査を実施した。まず、問題の確認は、PCMの問題分析の手法を用いた。ただし、

PCMでは参加者分析とワークショップを実施するが、現実的に参加者を選出しても参集を確保

することが難しいことから、本件の利害関係者としてワラウェ左岸地区を管轄する現地のマハ
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ヴェリ庁職員と農民組合（FO）を対象に聞き取り調査を行い、問題を挙げてもらう方法で問題

分析ワークショップに代用した。マハヴェリ庁職員については、レベル的な偏りを避けて、ワ

ラウェ地域を取りまとめるRPM事務所レベルの職員と出先のBlock事務所・Unit事務所の2つのレ

ベルからの聞き取り調査を行った。また、地域的偏りを避けるため、WLBPが実施された3ブロ

ック中で、最も上流に位置しフェーズ1（1995～2001年度）に事業が実施されたSuriyawewa block

と、最も下流に位置してフェーズ2（2000～2007年度）に事業が実施されたMayurapura Blockの

両方で聞き取り調査を実施した。FOについても、両ブロックからFOの代表者にできるだけ多く

の参加者を集め、問題を聞き取った。これら聞き取りした数を表３－13に示す。なお、問題を

聞き取りしたFO数は対象地域全体の50/136=37％になる。 

 

表３－13 聞き取り調査した職員数と農民組合数・農家数 

聞き取り先 職員数 内  訳 

RPM Office 19  

Suriyawewa block 8 
1-Block manager, 3-Unit manager, 1-Technical officer, 
1-AO, 

Block 
office・ 
Unit 

Mayurapura Block 24 
1-Block manager, 12-Unit manager, 2-Technical officer, 
1-AO, 7-FA, 3-EA, 1-Irrigation engineer, 1-fishery devt 
officer, 

マハヴェリ庁

（RPM 以下） 

計 51  

Suriyawewa block 24  

MayurapuraBlock 26  農民組合 

計 50  

Suriyawewa block 
3 

水牛ヨーグルト生産農家、2-畑作物及び水稲生産農

家 

MayurapuraBlock 1 2-畑作物及び水稲生産農家 
個別農家 

計 4  

 

聞き取り調査に際しては、相手国政府の要請書に記載された4項目を基礎にした。しかし職員

に対しては、問題の技術的内容を考慮して、維持管理を組織的なソフトにかかるものと予防保

全のハードにかかるものに分けた。FOに対しては、FO委員の役割分担を考慮して項目を単純化

した。これら項目は次のとおりである。 

 

（1）職員への問題聞き取り調査項目 

1）The establishment of an institutional mechanism for efficient water management 

2）Provision of proper maintenance system for the new irrigation structures 

3）Capacity enhancement of farmer organizations and officers for proper management of newly 

introduced OFCs and sophisticated structures, 

4）Consideration of environmental impacts given by the new facilities in water management and 

other farm activities and 

5）Improvements of processing and marketing for sustainable income generation with OFCs 

 

（2）FOへの問題聞き取り調査項目 

6）Water management 

7）Land 
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8）Infrastructure 

9）Fertilizer 

10）Cultivation calendar 

11）Problems faced on marketing 

    

次に問題の確認と課題の考察のために現地調査を実施した。訪問箇所は計26カ所で、うち22

カ所を図３－８に示す。 

なお、詳細は表３－14のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－８ 訪問先地図 
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Electric Fence & Broken 
bridge, Branch canal 2

High Tank 4, 
High Tank 5

Community Centre 
(PD-10,PD-11)

Salinity area

Curd farmer

Suriyawewa Commercial Centre

Fish nursery

Development Centre

OFC farmland

Broken outlet facilities 
from High Tank

RPM Office

Tunkama Market

Hambantota
Port & New Port

Community Centre 
(UD-6)
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表３－14 現地調査の訪問先リスト 
訪問先数 訪問先名 

MASLの施設 RPM Office 5

 Development Centre 
 Unit office 
 Block Office 
 Demonstration farm 

農民組織施設 Community Centre 4

 Community Centre 
 Farmers Association Fish Nursery 

灌漑施設  13

 Tank D-canal 
 F-canal 
 Dual canal 
 F-canal 
 broken water outlet 
 High Tank-4 High Tank-5 
 Low Tank-1 
 Low Tank-2 Andrawewa 
 Branch Canal-1 
 Branch Canal-2 

農 地 Salinity area Salinity area OFC 
farmland OFC farmland 

4

合 計  26

 

聞き取り調査で収集した問題のなかの類似の事項を整理して24問題を抽出し、それらを用い

てPCM問題分析の方法で問題・目的分析を行った。 

 

３－２－２ 調査分析結果 

（1）現状の問題分析 

問題分析の結果を図３－９に示す。分析の結果、問題は大きく3つに整理された。 

問題－1：水田化による水資源の不足 

問題は、計画された地域の農家が、畑作物・果樹等の非水稲作物の作付を水稲作に転換

する（以下、「水田化」と略す）ために計画以上の用水を使用することから水資源の不足が

生じ、WLBPで開発された地域の灌漑持続性が脅かされていることである。また、稲作と畑

作が混じると水管理が複雑になり、Dual canal systemで水田用（PD水路）と畑作用（UD水

路）に分離した水路では更に水管理が複雑になることに対する懸念もある。現状での水不

足の生起は局地的だが、現地調査においてもSuriyawewa blockでは24 FOすべてで稲作への

転換農家がいると回答し、Mayurapura Blockでは26 FO中の12 FOで転換農家がいると回答し

たように、水田化はかなり広がっている。Suriyawewa blockはWLBPが最初に実施された地

区であることから、年数が経つに従がって水田化農地が増えていると推察される。 
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図３－９ 問題系図 
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このことからマハヴェリ庁では本問題を最も深刻に受け止めている。また、聞き取り調

査では、水稲の灌漑水が不足するために排水路を嵩上げして取水する農家がいて塩害が懸

念されていることもあげられた。 

原因としては、①非水稲作物がコメに比較して経済的優位性がないこと、②FOの組織力

の欠如があげられる。経済性については、非水稲作物のコストがコメに比較して高いこと

と、FOの営農能力の不足がある。コストについては、政府が稲作だけは肥料に補助金を支

出して、3,500Rs/50kgの肥料を350Rs/50kgで販売していることが主な原因である。非水稲作

農家は肥料を3,500Rs/50kgで購入せねばならない。それでも、PD-10・PD-11での聞き取りで

は、農家の1名は水稲作からバナナに変えた農家がいた。このように、経営能力があればコ

ストに見合う利益を得ることができることから、FOの経営能力の不足があげられる。その

理由としては、研修の不足にあるといわれている。 

次に②のFO組織力の欠如は、バナナの集配業をしているUD-6のFOや右岸のBanana 

Associationのように組織力があれば、市場・流通事業を実施して非水稲作物でも稲作の比較

優位性を克服できるが、それがないということである。その原因としては、ビジネス研修

が不十分であったこと、農家の依頼心が強く自立していないこと及び、FOの問題解決能力

が低いことが挙げられている。 

    

問題－2：農家による灌漑施設の維持管理が適正になされていないこと 

維持管理が不十分なことと塩害のために、灌漑された水が効率的に使われていない問題

がある。原因としては、①管理の不備、②維持活動の不備による溜め池貯水能力の低下、

③塩害のために灌漑しても生産できない農地が生起していることである。まず①管理の不

備としては、違法な取水・家畜による施設破壊・一部FOのおける水利費徴収率の悪化を総

称してあげられている。それは水管理・維持管理研修の不十分に起因するといわれる。次

に②溜め池貯水能力の低下は、堰堤の侵食と水管理・維持管理研修の不十分のために堆砂

及び雑草の繁茂が起こり、それが当初設計した貯水能力を減じている状況がある。最後に

③の塩害は、排水路堤の浸食とそれを維持管理する能力をつける水管理・維持管理研修の

不十分のために排水路の能力が低下し、それが塩害を引き起こしている。 

これらの問題の背景として、WLBPで実施した入植者の導入研修効果が十分に生起してい

ないことから、その理由を現地で調査を行った。集まった農民全員に入植者の導入研修に

参加した人数を尋ねたところ、Suriyawewa blockでは（24 FOの）31名中の13名（43％）、

Mayurapura Blockでは（26 FOの）39名中の20名（51％）であった。このように参加者が少

ない理由は次のとおりであった。 

① 研修の召集があったときは入植直後の多忙な時期で参加できなかった（FOからの聞

き取り）。 

② FOの代表者が受講したが毎年改選されるので、現地調査で召集したFO代表のなかに

研修を受講しなかった農家がいた（RPM事務所での聞き取り）。 

③ マハヴェリ庁の職員の異動で連絡が不十分であった（FOからの聞き取り）。 

④ 研修の主なプログラムは2007年と2008年の2年間に集中したので、期間が短かった

（RPM事務所での聞き取り）。 

⑤ 30％～40％の農家はWLBP実施中に入植できなかった（コロンボでのMASL本部での
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聞き取り）。 

    

問題－3：マハヴェリ庁による灌漑施設の維持管理が適正になされていないこと 

問題として、施設が設計された水供給能力を発揮できない状況が生じている。原因は、

施設の破壊が放置される、あるいは破壊の前に保全されないことにある。くわえて、事例

としては非常に少ないと聞くが、フェーズ1工事の最後からフェーズ2の間で設置されたU字

工が沈下していることが原因で水供給能力が低下している場合もある。 

    

優先順位 

要望調査で挙げられた4項目の問題の間の優先順位について灌漑水資源管理省・マハヴェ

リ庁から聞き取った結果は次のとおりである。 

優先順位－1：非水稲作物の市場流通価値を増すための価値連鎖（バリューチェーン）機

能の不備 

優先順位－2：非水稲作物の導入と比較的複雑な灌漑施設にかかる水管理・維持管理研修

にかかる職員と農家の研修訓練の不足 

優先順位－3：効果的水管理・施設維持管理を確保する組織整備の不適切 

優先順位－4：水管理・非化石燃料駆動の農業機械の活用による環境管理の考慮の欠落 

    

これらを上述の問題分析と併せて討議した結果、優先順位－1は問題－1に適合し、優先

順位－2&3は優先順位－3に適合すること、優先順位－2は問題－1と2に関係することを確認

した。また、優先順位－4の環境問題について、現地調査では塩害・雑草の繁茂が環境問題

として挙げられて問題系図に含めたが、要請書で挙げられたほかの環境問題は現地調査で

は確認できなかったので含めなかったことを説明し、スリランカ側に理解された。 

 

（2）目的分析と課題の抽出 

問題分析を基に目的系図を作成した。図３－10に目的系図を示す。 

その結果、抽出された課題は、大きくは次の3つである。 

1）農家の水田化が抑制される 

2）農家による灌漑施設の維持管理が適正に行われる 

3）マハヴェリ庁による灌漑施設の維持管理が適正に行われる 

 

 



 

 

－
39

－

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－10 目的系図 
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３－３ わが国の援助戦略上の意義 

政策的には、本件のような農村部における灌漑分野にかかる支援は、国別援助計画のうち「中・

長期開発ビジョンに沿った援助計画」の「貧困対策に対する支援」に合致している。また、協力

プログラムにおいても「農漁村・地方開発」のなかでスリランカの貧困対策は主に農漁村部など

を中心に分布しており、貧困層の経済基盤である農水産業の生産性の向上などが重要な課題であ

り、農業については、低い生産性、農家の営農技術不足などが課題であるとされていることと本

件の内容は整合している。 

技術的には、灌漑施設の維持について日本の予防保全の考え方と関係技術に優位性がある。ま

た、灌漑地域の農民組織化においては、部分的ではあるが、日本の土地改良区の知見が有効であ

る。 

よって、政策的整合性と日本の技術的優位性を用いた援助という視点から援助戦略上の意義が

あるといえる。 
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第４章 プロジェクト戦略 
 

４－１ プロジェクトの実施戦略 

PCMによれば、目的系図のなかからプロジェクトして適正なアプローチもしくはアプローチの

組み合わせを選択することが目的分析の次の段階として求められる。図３－10の目的系図では、3

つの中アプローチと5つの小アプローチがある。よって、これらのなかから実施可能性を分析して

実施戦略を検討し、アプローチを選択する必要がある。その実施可能性と実施戦略について、中

課題単位で行った検討結果を表４－１に要約する。 

 

４－２ プロジェクトの実施体制 

水資源管理省のSecretary/Acting Director General（次官）が委員長・マハヴェリ庁のAdditional 

Secretaryが副委員長となって関係省庁（農業省等のワラウェで普及サービスを実施している省庁）

を構成員とする合同調整委員会（JCC）を組織してプロジェクト実施計画策定と実施監理を行う。

実施機関はマハヴェリ庁のワラウェRPM事務所で、同事務所長がプロジェクト・マネジャーにな

る。その他のカウンターパートは同RPM事務所のMaintenance section・HR&ID section・Agricultural 

sectionの長が適任と思われる。また、プロジェクト事務所はマハヴェリ庁のワラウェRPM事務所

内に設置する。 

なお、これら実施体制について本調査ではスリランカ側とまったく協議していない。 
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表４－1 抽出された課題にかかる実施可能性の検討案 

No 中課題 小課題 実施可能性の検討案 

1.1 非水稲作物の経済性が改

善される 

1 農家の水田化

が抑制される 

1.2 FOの非水稲作の営業能

力が強化される 

調査でのマハヴェリ庁職員の議論から次のことがわかっている。 

（1）マハヴェリ庁の期待はBanana Associationに象徴される営業能力のあるFOを

育成することであり、South CAPのように仲介業者に依存することではない。 

（2）円借款の加工研修では15名研修して1名しか事業化していないこと、UD-6で

バナナの集配業をしているのは元衣服業であったことから、ある程度才能の

ある人でないと研修しても効果がない。 

（3）FOメンバーが毎年改選されることから、FO代表者に限定せずに広く研修し

て才能のある人を選出して能力強化する方法が望ましい。その対象者として

農家の後継者も有用である。 

（4）WLBPでの研修内容を聞き取りすると、ビジネス研修は具体的には展示が主

で4P（Product, Place, Price, Promotion）にかかる体系的かつ具体的な内容では

なかったこと、加工研修もある程度限定的であったことから研修内容を充実

することに協力可能性がある。また、最も先進的なBanana Associationでさえ、

品質管理はスケールを用いていないなど低い水準にあったことからも、協力

可能性がいえる。 

以上のことから、「タイ 農業協同組合におけるコミュニティリーダー育成プロ

ジェクト2007～2010年）で実施したように、広くFOから参加者を得てスリランカ

のリソースを用いて研修を行い、翌年のモニタリングで優秀な参加者を強化研修す

る二段階研修法が有効と考える。強化研修では、日本からのリソースに制限がある

ことから、タイの同プロジェクト技術移転した市場流通の知見と元々タイが実施し

ているさまざまの加工研修を第三国研修で実施することが実施可能性としてあげ

られる。なお、研修に際しては普及員（AO, FA）も受講対象に含めて、FOのモニ

タリングとフォローアップをしてもらうとともに、最終年では強化研修をマハヴェ

リ庁で実施できるようにする。よって研修対象はFOから推薦された農家と普及員

（AOとFA）である。また、事業家資金としてはICIMの回転資金のノウハウが活用

できよう。ただ、この実施にあたる専門家は経営のわかる人であるので、人選が難

しい。 
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2.1 FOの水管理能力が強化

される 

2.2 FOの施設維持能力が強

化される 

2 農家による灌

漑施設の維持

管理が適正に

行われる 

2.3 塩害が抑制される 

日本の土地改良区では農家が実施しているような排水路の除草さえもマハヴェ

リ庁が実施しており、その経費の不足で排水不良になっている水路があった。この

ことから、農家を研修して現状よりも維持管理の担当範囲を広げることで維持管理

状況を改善することに協力可能性がある。対象農家が多いので、通常はEngineering 

Assistant（EA）が維持管理の訓練を実施しているが、EAは数が少ないので次の予

防保全を中心に技術移転を行い、農家の維持管理能力強化は普及員が農家を訓練す

ることで実施するのが現実的である。この活動の実施には、日本の土地改良区の維

持管理システムを活用して現在の維持管理分担を見直し、維持管理研修を行うこと

への協力が考えられる。しかし、次の点に留意する必要がある。 

① 既存の維持管理役割分担の変更手続きと普及員に施設維持管理を訓練させる

ことへのマハヴェリ庁の同意取り付けが必要である。 

② 土地改良区の場合は施設の建設から農家が参加していて当事者意識

（Ownership）が醸成されているが、スリランカの場合は政府が施設を建設し

て入植者を募ったのでOwnershipが弱く、何をインセンティブとして農家の維

持管理範囲の拡大を図るかが課題である。 

3.1 灌漑施設のモニタリング

と維持活動が強化される 

3 マハヴェリ庁

による灌漑施

設の維持管理

が適正に行わ

れる 

3.2 排水施設のモニタリング

と維持活動が強化される 

施設のモニタリングで事前に維持管理の必要を予測して保全することが必要で

ある。そこで予防保全の日本の技術を移転することに協力の実施可能性がある。対

象は、Civil Engineer（CE）とEAになろう。CEとEAの職員数はワラウェ地区で26

名なので、全マハヴェリ庁に研修対象を拡大して技術移転し、他の地区へもインパ

クトをもたらすことも可能であろう。ただし、この分野への協力はスリランカの優

先順位で最低であったことから、マハヴェリ庁側のインセンティブが低いと思われ

る。 
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４－３ プロジェクトの協力体制 

類似案件としては、技術協力プロジェクト「乾燥地域の灌漑農業における総合的管理能力向上

計画」（ICIM）と円借款「モラガハカンダ開発事業（モラガハカンダ）」のソフトコンポーネント

がある。これらは、水利組織強化・営農改善・加工流通・維持管理・研修と本件と類似の内容を

含む。これら2案件と本件の相違と協力可能性については以下のように考える。 

（1）ICIMは貧困対策にかかる灌漑農業モデルといえる。すなわち、小規模農家を対象とし、灌

漑関係は末端水路の改修を主とし、流通加工ではFO以下の小グループでの加工を中心とした

活動をしている。それに対して本件は経済開発にかかる灌漑農業モデルといえる。すなわち、

ある程度（0.8ha～1.0ha）の規模の農家を対象とし、灌漑関係では基幹施設から末端に至るシ

ステム全体をとらえ、流通加工はFO単位もしくはFO集団による規模の大きなものを念頭にお

いている。このことはマハヴェリ庁との協議でも、ICIMは小規模開発である点が異なると説

明された。しかし、ICIMで実施されている回転資金による農民組織の活動強化・GISを用いた

計画手法・普及手法は本件にも有効と考える。本件の実施はICIM終了後なので、技術移転さ

れた知見を活用すべく、カウンターパート機関と協力体制をとることは有用と考える。なお、

ICIMが雇用したローカルエキスパートの活用も考慮すべきである。 

（2）モラガハカンダのソフトコンポーネントはFOの設立強化・農業普及・流通加工・研修がそ

の内容でワラウェ川左岸円借款事業（WLBP）のソフトコンポーネントと同様な質・量になる

と思われる。そこには本件で育成したFO・職員は整備したモラガハカンダのソフトコンポー

ネントの研修に活用が期待されるので、協力体制を構築することが有効と考える。 

 

４－４ 自立発展性向上のための戦略 

本件技術協力プロジェクトでマハヴェリ庁へ移転した開発モデルが職員研修を全国に広まるこ

とが自立発展性につながる。しかし、現状として研修予算が減額されており、WLBPのフォローア

ップ研修すら実施は非常に制限的である。その点を調査団はマハヴェリ庁に確認したところ、研

修予算獲得に努めているとのことで、そのことは付属資料1. Aide Memoireに含めた。今後も、調査

団に限らずJICAが在スリランカ日本国大使館の協力も得て、機会あるごとに研修予算の増加をス

リランカ政府に働きかけていくことが大切である。 

 

４－５ 実施上の配慮 

先行実施されたWLBPと本件の関係に配慮すべきである。WLBPに対して本件は研修の補完と発

展という位置づけになる。具体的には次のようである。 

質的面では、流通加工研修の発展と維持管理における予防保全の導入がある。第1の流通加工は、

WLBPでは流通については展示程度の研修だけであったので4P（Product, Price, Place, Promotion）

を含む体系的な研修として内容を充実すること、加工も加工方法と原料作物・果物にかかる内容

を充実することがあげられる。維持管理については、予防保全を導入することはWLBP研修の発展

になる。 

量的面では、補完になる。すなわち、FOメンバー及びマハヴェリ庁で研修を受講していない農

家/職員が多い。理由は、入植直後の多忙、FO代表の改選による交代、連絡不十分、期間の短さ、

入植の遅れである。これらのうち、入植直後の多忙・FO代表の改選による交代を除くほかの理由

はスリランカ側が解決できたことである。FO代表の改選による交代については、改選後もマハヴ
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ェリ庁職員がフォローアップ研修を実施すべきことであり、そのために職員研修も実施された。

しかし、入植直後の多忙については考慮すべきと考える。すなわち、入植直後は住居の建築・家

族の移動と生活の定着など多忙を極めており、家族的なことが研修よりも優先されたことは考慮

すべきと考える。 
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第５章 プロジェクトの基本計画 
 

基本計画案の代替案を述べる。なお、これらの代替案は帰国後に考えたものであり、スリラン

カ側とは協議したものではない。 

 

５－１ 上位目標 

上位目標は、ワラウェ川両岸地区の灌漑農業が自立発展することである。その実現のため、図

３－10の目的系図では3課題の下に3つのアプローチが挙げられている。PCMでは、これらのなか

からプロジェクトを選択することになる。これら課題の優先順位は、スリランカ側の問題意識か

らは優先順位－1が第1課題の水田化の抑制にあることから、この課題を単独かほかの中課題を組

み合わせるかでプロジェクト形成に3つの代替案が提言できる。 

 

表５－１ 代替案 

代替案

No. 

プロジェクト名

（仮） 
プロジェクト目標 成  果 

関係する

中課題

No. 

1）非水稲作物の市場流通価値の向上が

なされる 

1 非水稲作物振興

計画 

農家の水田化が抑

制される 

2）FOの営業能力が強化される 

1 

1）非水稲作物の市場加工が振興される 1 2 総合的灌漑農業

管理計画 

非水稲作物を中心

とした灌漑農業が

振興される 
2）FOの維持管理能力が強化される 2 

1）非水稲作物の市場加工が振興される 1 

2）FOの維持管理能力が強化される 2&3 

3 総合的灌漑農業

管理保全計画 

灌漑農業の持続性

が確保される 

3）マハヴェリ庁の施設維持保全能力が

強化される 

 

 

以下、それぞれの代替案について基本計画を提案する。 

 

５－２ プロジェクト目標・成果・活動・投入・外部要因リスク 

５－２－１ 代替案－１：非水稲作物振興計画 

（1）対象地域 

ワラウェ川左岸円借款事業（WLBP）対象地区 

 

（2）対象グループ 

1）ワラウェ川左岸地区から選択されたFO 

2）RPM事務所のHR&ID section、Agricultural sectionの職員 

 

（3）プロジェクト目標 

農家の水田化が抑制される 
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（4）成 果 

1）非水稲作物の市場流通価値の向上がなされる 

2）FOの営農能力が強化される 

 

（5）活 動 

1.1 非水稲作物の生産コストを低減する 

1.2 非水稲作物の栽培技術を強化する 

2.1 企業家研修を実施する 

2.2 農家の企業意識の向上を図る 

2.3 FOの問題解決能力の向上を図る 

 

（6）投 入 

1）日本側の投入：専門家派遣（長期：マーケット・農民組織、短期：商品開発・流通・

加工・会計・研修・普及）、機材供与（研修用機器・研修教育資材作成機器）、研修員の

第三国派遣（タイ等） 

2）スリランカ側の投入：カウンターパートの配置、事務所・事務所員の確保、ローカル

コスト負担（光熱費・研修経費など） 

 

（7）外部要因リスク 

1）灌漑施設の維持管理が適正になされること 

2）非水稲作物の価格が近年の水準よりも暴落しないこと 

3）対応不能な規模の自然災害が生起しないこと 

 

５－２－２ 代替案－２：総合的灌漑農業管理計画 

（1）対象地域 

ワラウェ川左岸円借款事業（WLBP）対象地区 

 

（2）対象グループ 

ワラウェ川左岸地区から選択されたFO 

RPM事務所のHR&ID section、Agricultural section、Maintenance sectionの職員 

    

（3）プロジェクト目標 

非水稲作物を中心とした灌漑農業が振興される 

    

（4）成 果 

1）非水稲作物の市場加工が振興される 

2）FOの維持管理能力が強化される 

    

（5）活 動 

1.1 非水稲作物の市場流通価値の向上策を実施する 
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1.2 FOの営業能力が強化する 

2.1 FOの施設管理能力を向上する 

2.2 FOの貯水池の維持能力を向上する 

2.3 塩害の緩和策を実施する 

    

（6）投 入 

1）日本側の投入：専門家派遣（長期：マーケット・水利組織、短期：商品開発・流通・加

工・会計・研修・普及・農民組織・灌漑排水）、機材供与（研修用機器・研修教育資材

作成機器・農業用トラクター・簡易土木機器）、研修員の第三国派遣（タイ等）と日本

への研修員受入れ 

2）スリランカ側の投入：カウンターパートの配置、事務所・事務所員の確保、ローカルコ

スト負担（光熱費・研修経費・維持管理器具など） 

    

（7）外部要因リスク 

1）マハヴェリ庁による灌漑施設の維持管理が適正になされること 

2）非水稲作物の価格が近年の水準よりも暴落しないこと 

3）対応不能な規模の自然災害が生起しないこと 

 

５－２－３ 代替案－３：総合的灌漑農業管理保全計画 

（1）対象地域 

ワラウェ川左岸円借款事業（WLBP）対象地区 

    

（2）対象グループ 

1）ワラウェ川左岸地区から選択されたFO 

2）RPM事務所のHR&ID section、Agricultural section、Maintenance sectionの職員 

    

（3）プロジェクト目標 

灌漑農業の持続性が確保される 

    

（4）成 果 

1）非水稲作物の市場加工が振興される 

2）FOの維持管理能力が強化される 

3）マハヴェリ庁の施設維持保全能力が強化される 

    

（5）活 動 

1.1 非水稲作物の市場流通価値の向上策を実施する 

1.2 FOの営業能力が強化する 

2.1 FOの施設管理能力を向上する 

2.2 FOの貯水池の維持能力を向上する 

2.3 塩害の緩和策を実施する 
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3.1 灌漑施設のモニタリング・保全を実施する 

3.2 排水施設のモニタリング・保全を実施する 

    

（6）投 入 

1）日本側の投入：専門家派遣（長期：マーケット・水利組織・予防保全、短期：商品開発・

流通・加工・会計・研修・普及・農民組織・灌漑排水・施工管理）、機材供与（研修用

機器・研修教育資材作成機器・農業用トラクター・簡易土木機器・施設モニタリング機

器・土木機器）、研修員の第三国派遣（タイ等）と日本への研修員受け入れ 

2）スリランカ側の投入：カウンターパートの配置、事務所・事務所員の確保、ローカルコ

スト負担（光熱費・研修経費・維持管理器具・施設修理費など） 

    

（7）外部要因リスク 

1）施設の修復費用が政府から支出されること 

2）非水稲作物の価格が近年の水準よりも暴落しないこと 

3）対応不能な規模の自然災害が生起しないこと 

 

５－３ プロジェクト実施にあたる事前の義務・必要条件 

前述のすべての代替案に共通な条件であるため、これらについてはまとめて以下に列記する。 

（1）カウンターパートが配置されること 

（2）カウンターパートの交通費などの移動のための予算が遅滞なく支出されること 

（3）研修員の第三国研修派遣にかかる連絡調整及び派遣手続きが円滑に実施されること 

 



付 属 資 料 

 

１．団長書簡（Aide Memoire） 

 

２．質問票 回答（灌漑水資源管理省、マハヴェリ庁、ウダワラウェ事務所） 

 

３．質問票 回答（農民組織） 

 

４．主要面談者リスト 

 









































































































































































































































































































































































































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


	表紙
	序文
	目次
	地図
	写真
	略語一覧
	第１章　調査の概要
	第２章　要請の背景
	第３章　灌漑分野の開発課題とその現状
	第４章　プロジェクト戦略
	第５章　プロジェクトの基本計画
	付属資料
	１．団長書簡（Aide Memoire）
	２．質問票回答（灌漑水資源管理省、マハヴェリ庁、ウダワラウェ事務所）
	３．質問票回答（農民組織）
	４．主要面談者リスト




